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経済動向
●生産･消費動向
●投資動向
●雇用情勢･景気動向
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平成26年度の業績
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平成26年度業績の概要

損益状況
有価証券利息の増加や経費削減、与信費用の減少等により、当期純利益は過去最高益

（百万円）

【主な増減要因】 （百万円）25年度 26年度 前年比

経常収益 17,696 16,914 △782

業務粗利益 12,925 13,903 978

資金利益 11,736 12,667 931 ①

役務利益 1,172 1,220 48

その他業務利益 16 15 △1

うち債券関係損益 55 64 9

経費 11,280 10,833 △447 ②

業務純益
（コア業務純益）

2,216
（1,589）

3,070
（3,006）

854
（1,417）

株式等関係損益 1,449 6 △1,443 ③

総与信関連費用 607 △106 △713 ④

経常利益 2,670 3,329 659

当期純利益 1,536 2,185 649

①資金利益 931
うち貸出金利息の減少 △106
うち有価証券利息配当金の増加 981
うち預金利息の減少 69

②経費 △447
うち物件費の減少 △342
うち人件費の減少 △179

④総与信関連費用 △713
うち個別貸倒引当に関する影響 △702
うち貸出金償却に関する影響 △166
うち一般貸倒引当に関する影響 165
うち偶発損失引当に関する影響 △135
うち償却債権取立に関する影響 127

③株式等関係損益 △1,443
うち株式等売却益の減少 △1,609
うち株式等売却損の減少 167
うち株式等償却の増加 △1

過去
最高益
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預金

8,329 

8,661 
8,830 

8,000

8,500

9,000

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

（億円）

０

8,862億円
前期末比0.3%増

年間増減額 +31億円
個人預金 +91億円
法人預金 +65億円
公金預金 △128億円
金融預金 +2億円

預金残高 鳥取県内預金残高･シェア
預金残高は前期末比+31億円増加、鳥取県内預金シェアは29.2％

7,185 
7,436 7,593 7,612 

29.6 30.1 29.6 29.2

20

22

24

26

28

30

32

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

鳥取銀行
29.2%

山陰合同銀行
50.8%

信用金庫
14.4%

（%）（億円）

０ ０

その他銀行
5.6%

（出所：当行管理資料）
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貸出金

6,324 
6,432 

6,743 

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

（億円）

０

7,041億円
前期末比4.4%増

年間増減額 +298億円
中小企業向け +59億円
個人向け +75億円
公共向け ＋28億円
その他 +134億円

貸出金残高
貸出金残高は引き続き増加し初の7,000億円台、貸出金シェアは38.3％

鳥取県内貸出金残高･シェア

4,885 4,978 5,238 5,529 
36.6 36.8

37.7
38.3
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36

37

38

39

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

（億円） （%）

０ ０

鳥取銀行
38.3%

山陰合同銀行
42.8%

信用金庫
13.3%その他銀行

5.6%

（出所：当行管理資料）
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有価証券

1,728 
1,881 1,949 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

（億円） 1,850億円
前期末比5.0%減

年間増減額 △98億円
国債 +97億円
地方債 △70億円
社債 △90億円
外国証券 △65億円
その他 +29億円

有価証券残高

有価証券評価損益

有価証券の半分以上は安全性･流動性の高い国債･地方債で運用

26/3末 27/3末 増減
評価損益 18 80 +62
株式 △0 8 +9
債券 10 20 +10
その他 8 51 +42

（億円）

国債
35.0%

その他
証券

16.9%

地方債
26.3%

残高構成比（27/3末）

株式
3.7%

社債
13.6%

外国証券
4.5%
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健全性

自己資本比率 不良債権比率（金融再生法ベース）
自己資本比率はバーゼルⅢ適用後も10%台を確保、不良債権比率は１％台に

539 490 496 493 

12.71 11.39 10.93 10.65 

-4

0

4

8

12

16

0

300
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900

1,200

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

自己資本 自己資本比率
（億円） （%）

2.27 
2.55 

2.32 

1.76 

3.03 2.92 
2.60 

2.30 

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

当行 地銀平均 （%）

26/3末 27/3末 増減
自己資本 496 493 △3

うち調整項目 △6 △10 △4
リスク･アセット等 4,538 4,631 +93
自己資本比率 10.93% 10.65% △0.28%

（億円）

26/3末 27/3末 増減
不良債権額 160 126 △33
正常債権 6,730 7,050 320
総与信額 6,890 7,177 286
不良債権比率 2.32% 1.76% △0.56%

（億円）

バーゼルⅡ← →バーゼルⅢ
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中期経営計画の達成状況
最終年度の目標のうち、3項目を達成 コア業務純益は計画スタート時から倍増

中期経営計画の達成状況

コア業務純益 本体行員数 不良債権比率
総預かり資産

残高

目標
（平成26年度） 30億円以上 675人程度 2％台 1兆円以上

実績
（平成26年度） 30.0億円 700人 1.76% 1兆553億円

計画スタート時
（平成23年度） 14.8億円 723人 2.27% 9,709億円

計画スタート時
からの増減 +15.2億円 △23人 △0.51％ +844億円

目標達成 目標達成 目標達成
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平成27年度業績予想
平成27年度は経常利益27億円、当期純利益18億円を見込む

業績予想

（億円）
26年度 27年度予想 前年比

業務粗利益 139.0 136.0 △3.0
資金利益 126.6 124.0 △2.6
役務利益 12.2 13.0 0.8
その他業務利益 0.1 △1.0 △1.1

うち国債等債券関係損益 0.6 0.0 △0.6
経費 108.3 109.0 0.7

うち人件費 47.2 49.5 2.3
うち物件費 55.8 54.0 △1.8

実質業務純益（一般貸引調整前） 30.7 27.5 △3.2
コア業務純益 30.0 27.5 △2.5
与信関連費用 △1.0 0.5 1.5
経常利益 33.2 27.0 △6.2
当期純利益 21.8 18.0 △3.8

1株当たり配当金（年） 6.00円 6.00円 ±0円
年間配当額（百万円） 563 562 △1
配当性向（%） 25.7 31.2 5.5
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新中期経営計画

11



新中期経営計画

計画期間

名 称

目指す姿

中期経営計画 「考動と開革Ⅱ 27-29」
平成27年4月～平成30年3月（3年間）

お客さまの明るい未来と活力あふれる地域を創造する銀行

こうどう かいかく

Ｈ29年度

コア
業務純益

OHR
（経費率）

自己資本
比率

35億円程度 75％程度 10％程度

基本方針

期間：平成24年4月～27年3月（3年間） 期間：平成27年4月～30年3月（3年間）

基幹システムの移行、店舗再整備、営業人員の増
員等によって「経営基盤を再整備」した3年間

地方創生に積極関与し、活力あふれる
地域を創造するとともに、お客さまと
の強いつながりを築き、地域内での
シェアアップを実現することによって
「営業基盤を強化」する3年間

新中期経営計画
「考動と開革Ⅱ 27-29」

環境変化

前中期経営計画「考動と開革 24-26」
5年後のあるべき姿

強靭な経営体質

10年後にありたい姿
持続的な成長を実現

新中期経営計画の位置付け

新中期経営計画の概要

人口減少、少子高齢化、相続の増加、低金利継続、
地方創生、女性活躍‥

計数目標

◇地方創生への積極的な関与

◇お客さま満足度の向上

◇地域と当行の将来を担う人財の育成
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地方創生への関与
地域金融機関としての役割を十二分に発揮すべく、地方創生に積極関与

地域企業･産業の競争力強化

地域内の連携強化と行内体制の整備

移住･定住の促進支援

地域内での連携強化
主な連携･提携先 内容

日本政策金融公庫
（鳥取支店･米子支店）

創業支援や農商工連携に関して事
業連携を開始（平成27年6月）

鳥取市 創業支援や移住･定住の促進に関し
て事業連携を開始（平成27年6月）

鳥取大学 当行と共催でセミナーを定期開催。
産学連携を促進

●総額50億円の地方創生“応援“融資の取扱開始
●「とっとり地方創生ファンド」の設立（出資）

●ふるさと定住機構と「業務連携･協力」を協定。 鳥取県への
移住･定住やUターン、それに伴う就職情報等を当行県外
店舗でご提供

●「とりぎん移住･定住促進ローン」の取扱開始

●平成27年1月、全国の金融機関に先駆けて行内体制を整備
●地方創生担当部、担当者を設置したほか、全支店長を地方

創生サポーターに任命

地域企業･産業の競争力強化と移住･定住の促進支援

行内体制の整備
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法人営業
引き続き地元を重視し、深堀りするとともにお取引先との関係を強化しシェア拡大

ソリューション営業力の強化と成長分野の取組み強化

成長分野の取組み強化

医療 福祉 介護

環境 エネルギー アグリ

〈注力する成長分野〉

1,864 

1,923 

1,983 

+80億

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

24年度 25 26 27 28 29

（億円） 中小企業向け貸出金残高

主要営業エリアでの営業に注力

地域内シェアのさらなる拡大

販路拡大支援 ・県内外で各種商談会の開催
・当行ネットワークの活用による取引先紹介

事業承継支援 ・専門担当者によるご提案
・M＆Aを含めたサポート

海外進出支援 ・外部機関と連携した海外での事業展開のサポート
・外国送金や信用状発行等による金融支援

ふるさと鳥取創生
強者会「社長塾」

・若手経営者や企業の後継者の方を対象とした会員組織
・講演会･ゼミナールの開催、国内外で視察研修を実施

格付開示サービス ・当行が統一的な尺度で評価した「格付」をお伝えする
サービス。財務内容の改善や課題解決をご支援

ソリューション営業力の強化

14
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個人営業
様々なニーズにお応えすべく商品の導入と情報をご提供

相続･贈与に関する取組み
セミナー･相談会を通じた
資産運用に関する情報提供

資産運用のご提案

「教育資金贈与専用口座」の取扱開始 （平成27年4月）

「とりぎん相続定期預金」の取扱開始（平成27年6月）
NISA口座開設キャンペーン
の展開

教育機関
（学校･塾等）

教育資金
を贈与

教育資金の
お支払い

領収書等の
お受取り

お孫さま等お一人に
つき最大1,500万円

お預入れ
お支払い 領収書等のご提出

ご対象 相続手続き後、6か月以内に相続で取得
した資金をお預け入れいただける方

預入期間 3ヶ月 ６ヶ月 1年 3年

適用金利
（税引前）

年
1.00％ 0.50％ 0.25％ 0.30％

年金受取りの特典を充実
相続セミナーの開催

各営業店において、相続に関連した諸制度や
保険を活用した相続対策など外部講師を招
き、セミナーを開催

入会金･年会費不要

当行で年金をお受取り、またはご予約いただい
ているお客さまを対象とした金利上乗せ定期預
金「悠遊プラス定期」の上限金額を平成27年7
月より、 300万円から1,000万円に拡大

「平準払い保険」のご提案
月々の家計のなかなどから、定期的に保
険料をお支払いいただく「平準払い保
険」の商品ラインナップを充実。コンサ
ルティング機能を発揮し、現役世代に対
しても保険を積極的にご提案

店頭表示
金利 ＋0.30％上乗せ（税引前）

とりぎん悠遊プラス定期
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個人ローン
お客さまニーズに合った様々な商品をご用意

2,031 
2,100 

2,184 

1,818 
1,876 

1,956 

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

25/3末 26/3末 27/3末

個人ローン残高 うち住宅ローン残高
（億円）

０
死亡や高度障害、３大疾病（がん･心筋梗塞･脳卒中）のほか、
病気やケガによる就業ができない状態が続いた場合、月々のご
返済額をお支払いする保障に加え、さらに就業できない状態が
続いた場合、住宅ローンの残額を一括してお支払いする保障を
セット

軽自動車の普及が進む地域のお客さまのニーズを踏まえ、“軽自
動車専用ローン”をご用意

軽自動車専用ローン“軽快”の取扱開始

住宅ローンをよりご利用しやすく、多くの方にご利用いただく
ため、「ベストホームローン」の年収基準を撤廃したほか、勤
続年数の基準も1年以上に改定。
また、無担保で手続きが容易な「無担保借替住宅ローン」の金
利引下げなど、効果的なキャンペーンを展開

住宅ローン保障制度の充実

住宅ローンの商品改定とキャンペーン展開
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CS向上の取組み
全店でCS（お客さま満足）向上を宣言 地域で最も優れた“おもてなし”を実践
全店におけるお客さま満足向上宣言

115

43 34

平成24年 平成25年 平成26年

「銀行リテール力調査※」における
当行順位（全117銀行中）

貸出用傘の全店設置

サービス･ケア･アテンダント

全店の半数以上の35ヵ店に設置
今後も導入店舗を拡大予定
✔スムーズなご案内ときめ細かい対応
✔待ち時間の短縮や平均待ち時間の把握
✔番号呼び出しによるプライバシーの配慮

※「銀行リテール力調査」は、日本経済新聞社等が全国の117銀行
を対象に店頭サービスや商品の充実度を比較したもの

さまざまなお客さまへの接遇やサー
ビスレベルの向上を目指した公的な
資格。平成26年度には28名が資格取
得し、68名体制へ

各店舗ごとに「お客さま満足向上」を宣言し、
窓口等に設置したプレートに宣言内容を掲示

窓口受付システムの導入

役員･担当部署による
臨店指導
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チャネル戦略（店舗･ATM）
お客さまとの接点となる店舗のリニューアルやコンビニATMを拡充

店舗のリニューアル
赤碕出張所の移転新築 米子支店の移転新築（平成28年10月予定）
老朽化が進む赤碕出張所を平成27年7月に新築
移転。新店舗は国道沿いに位置し、バリアフ
リー化のほか、ロビー･応接室などのスペース
を拡大

コンビニATMの提携拡大

●米子支店を「米子営業部」に
昇格した後、現在の皆生通
出張所敷地内に新築移転

時期 内容

平成27年
10月

「米子営業部」に店名変更
するとともに、皆生通出張
所を米子支店内に移転

28年7月 皆生通出張所を米子支店に
統合

28年10月 現在の皆生通出張所敷地内
に新築移転

平成27年3月より
ローソンATMと提携開始

いずれのATMでも
「お引出し」「お預入れ」「残高照会」の

お取引が原則24時間ご利用可能に

＋

セブン銀行 イーネット ローソン
ATM

山陰両県 18 151 229
津山市 20 6 13

敷地面積 1,928㎡（583坪） 2,767㎡（837坪） 1.4倍

店舗面積 3階建 1,204㎡ 4階建 2,550㎡ 2.1倍

コンビニATM設置台数（27年6月末現在）
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チャネル戦略（インターネット）
より便利なサービス･機能をご提供し県内外のお客さまとの取引を拡大

インターネット専用支店の開設
インターネット専用“とっとり砂丘大山支店”の開設

不正な取引を防ぐため、携帯電話等
パソコンとは別の端末に表示される
1回限り有効な「ワンタイムパスワー
ド」を導入し、本人認証

故郷とっとり応援定期預金

安全で快適なサービスを目指して

山陰に本店を置く
金融機関で初の
インターネット支店

インターネットバンキングのセキュリティ強化

当行WEBサイトを安心･
安全にご利用いただくた
め、無料でセキュリティ
ソフトをご提供

平成27 年8 月17 日より、山陰
に本店を置く金融機関で初めて、
個人インターネットバンキング
（とりぎん砂丘ダイレクトサー
ビス）において、当行本支店の
普通預金口座へのお振込みを
24 時間365 日「即時（当日）
入金」とする取扱いを開始

個人インターネットバンキングにおける振込の
即時入金対応開始（平成27年8月）

平成26年12月より、預金等の不正引出し被害にあわれた場合、
年間1,000万円を限度に被害を補償

法人インターネットバンキング被害補償制度開始

●「ふるさと納税」の寄附を促進する“全国初”の定期預金
●取扱開始に伴い、「鳥取県ふるさと納税特別パートナー企業」に認定

ふるさと

お礼の品
を発送

地元企業

利息の一部を
ふるさと納税

お客さま 鳥取銀行

鳥取県お礼の品
の代金

定期預金
お預入れ

当行本支店あて普通預金口座への
「振込」の入金時間

受付時間 変更前 変更後

平日
0～15時 即時

入金
即時
入金

15～24時 翌営業日
入金

即時
入金休日 終日
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人財育成
地域と当行の将来を見据えた“人財”育成と能力発揮のための環境整備

地域と当行の将来を見据えた“人財”育成 能力発揮のための環境整備

自身のキャリアデザインやライ
フイベントなどを考え、今後の
活躍に役立ててもらうため、外
部講師を招き、女性職員を対象
としたセミナーを開催

現場営業力強化セミナー

女性行員キャリアアップ研修

とりぎん「イクボス宣言」

● 部下が仕事と家庭生活を両立できるように
配慮する上司「イクボス」を増やし、広め
ていくため、平成27年6月に各部店長･所長
が「イクボス」を宣言

●宣言によって「イクボス」の取組みを全役
職員に浸透させるとともに、時間外勤務の
削減や更なる両立支援など、より働きやす
い職場環境を整備

プロジェクト展開や提案制度による提言活用
●平成 27 年7月より男女6名の行員で

新たなプロジェクトを開始。職場
と組織活性化を目指し、活動展開

●平成27年1月より「従業員提案制
度」を開始。各種業務や商品･
サービスの改善を図るとともに、
当行全体の組織力強化を目指す

ベースアップの実施
政府等による地域経済の好循環の実現を目指したベースアップ
（賃上げ）要請や従業員の士気向上を踏まえ、平成27年4月より
定例給与比1.3％相当のベースアップを実施

業種別研修（流通業）

行員の目利き力や資産運用などの提案力向上を目指し、行内研修や
外部への派遣研修を実施。さらに、資産運用や各種事務等に関する
自主参加型のセミナーも開催

若手自主勉強会「とりぎんファーム」

とり男（だん）とり女（じょ）
職場活性化プロジェクト

海外視察研修（インドネシア）
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専門的なコンサルティング能力の習得

女性職員のキャリア開発支援



地域貢献
様々な取組みを通じて地域社会へ貢献

山陰海岸ジオパークフェア

地元大学での寄附講座･インターンシップ受入

赤瓦白壁土蔵群前バス待合室の設置

「とっとり共生の里づくり」活動

公益信託「とりぎん青い鳥基金」

とりぎんキッズサッカーフェスティバル
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投資家の皆さまへ
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株価推移
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250

300

26/4月 26/5月 26/6月 26/7月 26/8月 26/9月 26/10月 26/11月 26/12月 27/1月 27/2月 27/3月 27/4月 27/6月

6月30日
229円

26/3末
186円 27/3末

255円
+69円

2月26日
276円

株価（円）

26年度は年度初めから上昇を続け、期末株価は69円上昇
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株価推移（地元銀行比較）
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鳥取 山陰合同 島根 中国

いずれも26年度期末に向けて株価は上昇

（26年3月末の株価を100とした場合の値動き）
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株価推移（同規模他行比較）
同規模の銀行の株価も年度初めから上昇

0

100

200

300

26/4月 26/4月 26/6月 26/7月 26/7月 26/8月 26/10月26/10月26/12月 27/1月 27/2月 27/3月 27/4月 27/5月 27/6月

鳥取 トマト
島根（株式併合勘案後） 荘内（フィディアHD)
東北

株価（円）

金融機関名 預金 貸出金 総資産
荘内銀行（フィディアHD) 12,173 9,349 15,038
トマト銀行 10,230 8,671 11,926
鳥取銀行 8,862 7,041 9,715
東北銀行 7,715 5,303 8,430
島根銀行 3,540 2,599 4,037

■同規模他行（27/3末残高･億円）
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株主還元

保有株式数 金利優遇内容 預入限度額 預入期間

1千株以上10千株未満 店頭表示金利＋0.3％
500万円 1年

10千株以上 店頭表示金利＋0.5％

毎年3月31日現在の株式名簿に記載
または記録された1,000株以上をお持
ちの株主の皆さまが対象

26年度は0.5円増配し年間6円配当 優待制度も拡充
1株あたり配当金

株主優待制度

24年度 25年度 26年度 27年度（予定）

中間 期末 中間 期末 中間 期末 中間 期末

2.5円 2.5円 2.5円 3.0円 3.0円 3.0円 3.0円 3.0円

（年間）5.0円 （年間）5.5円 （年間）6.0円 （年間）6.0円

今年度から限度額拡大
（300万円→500万円）
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参考資料
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（単位：百万円）

主 要 項 目 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
22/9月期 23/9月期 24/9月期 25/9月期 26/9月期

経 常 収 益 9,072 18,199 8,599 17,292 9,729 18,597 9,003 17,696 9,269 16,914
業 務 粗 利 益 6,915 13,870 6,854 13,133 7,523 14,190 6,514 12,925 6,905 13,903
（コア業務粗利益） 6,105 11,928 6,104 12,235 7,022 13,397 6,466 12,869 6,888 13,839

資 金 利 益 5,846 11,471 5,578 11,219 5,418 10,857 5,862 11,736 6,291 12,667
役務取引等利益 551 951 513 1,043 561 1,163 597 1,172 603 1,220
その他業務利益 516 1,448 763 870 1,544 2,168 53 16 10 15

経 費 5,316 10,648 5,408 10,751 6,281 11,739 5,717 11,280 5,512 10,833
人 件 費 2,490 4,869 2,468 4,954 2,519 4,995 2,455 4,902 2,330 4,723
物 件 費 2,531 5,274 2,634 5,306 3,278 6,117 2,981 5,929 2,869 5,587
税 金 294 505 304 490 484 625 279 448 312 521

業務純益（一般貸倒繰入前） 1,598 3,221 1,446 2,381 1,241 2,451 796 1,645 1,392 3,070
コア業務純益 789 1,279 695 1,483 740 1,657 749 1,589 1,375 3,006
国債等債券関係損益 809 1,942 750 898 500 793 47 55 16 64

一般貸倒引当金繰入額 ① △89 177 △133 ― ― △664 134 △571 ― ―
業 務 純 益 1,687 3,044 1,579 2,381 1,241 3,115 662 2,216 1,392 3,070
臨 時 損 益 △580 △787 △991 △703 △179 △1,205 352 453 1,047 258

うち 株式等関係損益 △118 28 △107 △60 △374 △371 656 1,449 △3 6
うち 不良債権処理額 ② 486 866 919 1,265 45 1,122 431 1,219 23 105

貸出金償却 59 434 60 1,265 45 156 63 271 23 105
個別貸倒引当金純繰入額 426 432 858 ― ― 965 368 947 ― ―

うち 偶発損失引当金繰入額 ③ 70 71 78 64 33 60 77 149 18 14
うち 貸倒引当金戻入益 ④ ― ― ― 483 24 ― ― ― 1,040 161
うち 償却債権取立益 ⑤ ― ― 18 47 145 211 87 190 26 63

経 常 利 益 1,106 2,256 587 1,677 1,061 1,910 1,015 2,670 2,439 3,329
特 別 損 益 14 8 △9 △24 △249 △318 △21 △34 428 412

うち 貸倒引当金戻入益 ④ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
うち 償却債権取立益 ⑤ 26 30 ― ― ― ― ― ― ― ―

税引前当期（中間）純利益 1,121 2,264 578 1,652 811 1,591 993 2,635 2,867 3,741
当期（中間）純利益 689 1,350 309 422 489 968 626 1,536 1,895 2,185
総与信関連費用 ①+②+③－④－⑤ 441 1,084 846 799 △91 307 555 607 △1025 △106
（総与信関連費用/貸出金平残） 0.14％ 0.17％ 0.27％ 0.12％ △0.02% 0.05% 0.17％ 0.09％ △0.30 △0.01

業績
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
22/9月期 23/9月期 24/9月期 25/9月期 26/9月期

資金運用利回 1.66% 1.64% 1.53% 1.53% 1.45% 1.44% 1.48％ 1.48％ 1.49％ 1.51％
貸出金利回 1.93% 1.90% 1.83% 1.83% 1.77% 1.75% 1.66％ 1.65％ 1.57％ 1.56％
有価証券利回 0.79% 0.78% 0.65% 0.69% 0.62% 0.65% 1.11％ 1.08％ 1.45％ 1.58％

資金調達原価 1.54% 1.55% 1.50% 1.50% 1.66% 1.55% 1.46％ 1.45％ 1.34％ 1.32％
預金等利回 0.17% 0.16% 0.13% 0.13% 0.11% 0.11% 0.10％ 0.09％ 0.08％ 0.08％
経費率 1.34% 1.34% 1.31% 1.30% 1.50% 1.40% 1.33％ 1.31％ 1.23％ 1.22％

預貸金利鞘 0.42% 0.39% 0.38% 0.40% 0.15% 0.24% 0.23％ 0.24％ 0.26％ 0.26％
総資金利鞘 0.12% 0.09% 0.03% 0.03% △0.21% △0.11% 0.02％ 0.03％ 0.15％ 0.19％
ROA 0.39% 0.35% 0.35% 0.26% 0.27% 0.34% 0.14％ 0.24％ 0.28％ 0.32％
ROE 8.39% 7.39% 7.57% 5.68% 5.94% 7.40% 3.14％ 5.15％ 6.55％ 7.03％
OHR 76.87% 76.77% 78.90% 81.86% 83.49% 82.72% 87.76％ 87.27％ 79.82％ 77.91％
コアROA 0.18% 0.14% 0.15% 0.16% 0.16% 0.18% 0.16％ 0.17％ 0.28％ 0.31％
コアROE 3.92% 3.10% 3.33% 3.53% 3.54% 3.93% 3.55％ 3.69％ 6.47％ 6.88％
コアOHR 87.07% 89.26% 88.59% 87.87% 89.44% 87.62% 88.41％ 87.65％ 80.02％ 78.27％
当期利益ROE 3.42% 3.28% 1.48% 1.00% 2.34% 2.29% 2.96％ 3.57％ 8.92％ 5.00％
自己資本比率（単体） 12.81% 13.13% 12.92% 12.71% 11.55% 11.39% 11.33％ 10.93％ 10.99％ 10.65％
TierⅠ比率（単体） 8.94% 9.15% 9.00% 8.84% 8.89% 8.86% 8.81％ ― ― ―
自己資本比率（連結） 12.77% 13.10% 12.89% 12.69% 11.54% 11.38% 11.32％ 10.95％ 11.00％ 10.62％
TierⅠ比率（連結） 9.00% 9.22% 9.06% 8.91% 8.96% 8.93% 8.88％ ― ― ―
リスク管理債権比率 2.46% 2.61% 2.84% 2.31% 2.23% 2.59% 2.52％ 2.35％ 1.94％ 1.79％
開示債権比率 2.41% 2.56% 2.78% 2.27% 2.19% 2.55% 2.48％ 2.32％ 1.91％ 1.76％
従業員数（人） 735 715 735 723 731 711 718 698 719 700
店舗数（店） 70 70 71 71 71 70 68 66 66 67

※ROA ：業務純益/（総資産平残－支承見返平残）
※コアROA：コア業務純益/（総資産平残－支承見返平残）

※ROE ：業務純益/純資産平残
※コアROE：コア業務純益/純資産平残

※OHR ：経費/業務粗利益
※コアOHR ：経費/コア業務粗利益

経営指標
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（単位：億円）
23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
総預金（残高） 7,947 100.0% 8,329 100.0% 8,661 100.0% 8,830 100.0％ 8,862 100.0％

うち 定期性預金 4,787 60.2% 4,977 59.7% 5,197 60.0% 5,212 59.0％ 4,983 56.2％
うち 流動性預金 3,147 39.6% 3,343 40.1% 3,456 39.9% 3,613 40.9％ 3,875 43.7％
うち 外貨預金 12 0.1% 8 0.1% 7 0.0% 4 0.0％ 3 0.0％

個人 5,835 73.4% 5,901 70.8% 6,014 69.4% 6,076 68.8％ 6,167 69.6％
うち 定期性預金 3,811 47.9% 3,813 45.7% 3,836 44.3% 3,769 42.6％ 3,754 42.3％
うち 流動性預金 2,018 25.3% 2,082 24.9% 2,171 25.0% 2,302 26.0％ 2,410 27.2％
うち 外貨預金 5 0.0% 5 0.0% 5 0.0% 3 0.0％ 2 0.0％

法人 1,411 17.7% 1,455 17.4% 1,567 18.1% 2,067 23.4％ 2,132 24.0％
うち 定期性預金 563 7.0% 512 6.1% 608 7.0% 1,093 12.3％ 1,074 12.1％
うち 流動性預金 841 10.5% 940 11.2% 958 11.0% 973 11.0％ 1,057 11.9％
うち 外貨預金 6 0.0% 2 0.0% 1 0.0% 0 0.0％ 1 0.0％

公共 629 7.9% 932 11.1% 1,035 11.9% 649 7.3％ 521 5.8％
うち 定期性預金 407 5.1% 647 7.7% 749 8.6% 346 3.9％ 152 1.7％
うち 流動性預金 221 2.7% 285 3.4% 286 3.3% 303 3.4％ 369 4.1％
うち 外貨預金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

金融機関 69 0.8% 39 0.4% 43 0.4% 36 0.4％ 39 0.4％
うち 定期性預金 3 0.0% 3 0.0% 3 0.0% 3 0.0％ 2 0.0％
うち 流動性預金 66 0.8% 35 0.4% 39 0.4% 33 0.3％ 37 0.4％
うち 外貨預金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

総預金（平残） 7,869 8,222 8,347 8,562 8,869

預金
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（単位：億円）

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

総貸出金（残高） 6,302 100.0% 6,324 100.0% 6,432 100.0% 6,743 100.0％ 7,041 100％

企業 2,997 47.5% 2,991 47.2% 2,950 45.8% 3,020 44.7％ 3,215 45.6％

うち 大企業 986 15.6% 973 15.3% 864 13.4% 886 13.1％ 1,013 14.3％

うち 中堅企業 247 3.9% 210 3.3% 222 3.4% 210 3.1％ 217 3.1％

うち 中小企業 1,762 27.9% 1,807 28.5% 1,864 28.9% 1,923 28.5％ 1,983 28.1％

公共 1,289 20.4% 1,299 20.5% 1,413 21.9% 1,589 23.5％ 1,618 22.9％

個人 2,015 31.9% 2,033 32.1% 2,067 32.1% 2,133 31.6％ 2,208 31.3％

個人ローン 1,975 31.3% 1,995 31.5% 2,031 31.5% 2,100 31.1％ 2,184 31.0％

うち 住宅ローン 1,776 28.1% 1,790 28.3% 1,818 28.2% 1,876 27.8％ 1,956 27.7％

うち 消費者ローン 198 3.1% 204 3.2% 213 3.3% 224 3.3％ 228 3.2％

中小企業等貸出金残高 3,778 59.9% 3,841 60.7% 3,932 61.1% 4,057 60.1％ 4,192 59.5％

総貸出金（平残） 6,192 6,200 6,115 6,422 6,738

貸出金
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（単位：百万円）

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

製 造 業 68,937 10.9% 66,105 10.4% 59,059 9.1% 52,399 7.7％ 53,816 7.6％

農 業 ・ 林 業 981 0.1% 860 0.1% 938 0.1% 898 0.1％ 1,017 0.1％

漁 業 282 0.0% 299 0.0% 276 0.0% 309 0.0％ 406 0.0％

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 174 0.0% 188 0.0% 211 0.0% 314 0.0％ 173 0.0％

建 設 業 20,996 3.3% 22,603 3.5% 21,359 3.3% 20,679 3.0％ 20,803 2.9％

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 12,121 1.9% 12,131 1.9% 11,266 1.7% 13,477 1.9％ 13,643 1.9％

情 報 通 信 業 3,746 0.5% 4,484 0.7% 3,174 0.4% 1,564 0.2％ 1,672 0.2％

運 輸 ・ 郵 便 業 10,235 1.6% 10,330 1.6% 9,454 1.4% 8,928 1.3％ 5,800 0.8％

卸 売 ・ 小 売 業 54,698 8.6% 55,566 8.7% 56,640 8.8% 53,542 7.9％ 56,549 8.0％

金 融 ・ 保 険 業 32,090 5.0% 31,255 4.9% 33,094 5.1% 48,105 7.1％ 62,762 8.9％

不 動 産 業 24,999 3.9% 25,800 4.0% 28,272 4.3% 28,304 4.1％ 31,722 4.5％

個 人 に よ る 貸 家 業 59,126 9.3% 61,259 9.6% 58,638 9.1% 61,290 9.0％ 63,800 9.0％

各 種 サ ー ビ ス 業 73,259 11.6% 71,969 11.3% 71,319 11.0% 73,572 10.9％ 73,138 10.3％

地 方 公 共 団 体 126,206 20.0% 127,466 20.1% 141,388 21.9% 158,918 23.5％ 161,817 22.9％

そ の 他 142,412 22.5% 142,133 22.4% 148,152 23.0% 152,068 22.5％ 157,077 22.3％

合 計 630,268 100.0% 632,454 100.0% 643,245 100.0% 674,375 100.0％ 704,198 100.0％

（除く特別国際金融取引勘定分）

業種別貸出金
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【金融再生法開示債権の推移】 （単位：億円）

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 27/3末
27/3末比

金融再生法開示債権 166 147 168 160 126 △33

破産更生債権等 47 43 26 32 34 1

危険債権 111 95 122 104 80 △24

要管理債権 7 8 19 22 11 △11

正常債権 6,306 6,339 6,410 6,730 7,050 320

合計 6,472 6,487 6,578 6,890 7,177 286

開示債権比率 2.56% 2.27% 2.55% 2.32％ 1.76％ △0.56％

【金融再生法開示債権の保全状況の推移】 （単位：億円）

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 27/3末
27/3末比

保全引当額 146 130 139 132 111 △20

担保保証等 101 101 109 94 80 △14

貸倒引当金 45 29 30 37 31 △5

保全引当率 88.45％ 88.46％ 83.10% 82.63％ 88.43％ 5.80％

引当率 70.14％ 63.24％ 51.36% 57.43％ 68.45％ 11.02％

金融再生法開示債権
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【単体】
（バーゼルⅡ） 23/3末 24/3末 25/3末 （バーゼルⅢ） 26/3末 27/3末
自己資本比率 13.13％ 12.71％ 11.39% 自己資本比率 10.93％ 10.65％

TierⅠ比率 9.15％ 8.84％ 8.86%

自己資本（百万円） 53,848 53,932 49,037 自己資本（百万円） 49,635 49,331
うちTierⅠ 37,539 37,531 38,135 コア資本に係る基礎項目 50,235 50,361

コア資本に係る調整項目（△） 600 1,029

リスク･アセット等（百万円） 409,888 424,198 430,340 リスク･アセット等（百万円） 453,842 463,178
信用リスク･アセット（オン） 379,702 395,267 402,316 オン･バランス項目 425,498 434,642
信用リスク･アセット（オフ） 5,960 5,367 4,548 オフ･バランス項目 4,224 3,432
オペレーショナル・リスク 24,225 23,563 23,475 CVAリスク 52 33

オペレーショナル・リスク 24,063 25,066

【連結】
（バーゼルⅡ） 23/3末 24/3末 25/3末 （バーゼルⅢ） 26/3末 27/3末
自己資本比率 13.10％ 12.69％ 11.38% 自己資本比率 10.95％ 10.62％

TierⅠ比率 9.22％ 8.91％ 8.93%

自己資本（百万円） 53,826 53,944 49,092 自己資本（百万円） 50,098 49,668
うちTierⅠ 37,875 37,888 38,520 コア資本に係る基礎項目 50,698 51,201

コア資本に係る調整項目（△） 600 1,533

リスク･アセット等（百万円） 410,722 425,084 431,225 リスク･アセット等（百万円） 457,374 467,455
信用リスク･アセット（オン） 380,177 395,822 402,894 オン･バランス項目 428,740 438,637
信用リスク･アセット（オフ） 5,960 5,367 4,548 オフ･バランス項目 4,224 3,432
オペレーショナル･リスク 24,584 23,895 23,783 CVAリスク 52 33

オペレーショナル･リスク 24,353 25,348

自己資本比率
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大株主上位10先
（単位：1,000株）

24/3末 25/3末 26/3末 27/3末
所有株式数 所有株式数 所有株式数 所有株式数

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ
信託銀行 7,887 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ

信託銀行 8,895 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ
信託銀行 8,855 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ

信託銀行 9,270

三菱東京UFJ銀行 3,704 三菱東京UFJ銀行 3,704 三菱東京UFJ銀行 3,704 三菱東京UFJ銀行 3,704
明治安田生命保険 3,426 明治安田生命保険 3,426 明治安田生命保険 3,426 明治安田生命保険 3,426
損害保険ジャパン 3,122 鳥取銀行従業員持株会 2,577 鳥取銀行従業員持株会 2,581 損害保険ジャパン日本興亜 3,051
鳥取銀行従業員持株会 2,537 損害保険ジャパン 2,342 損害保険ジャパン 2,342 鳥取銀行従業員持株会 2,529
中国電力 1,923 中国電力 2,190 中国電力 2,294 中国電力 2,294
三井生命保険 1,681 三井生命保険 1,681 三井生命保険 1,681 三井生命保険 1,681
新生銀行 1,247 新生銀行 1,247 新生銀行 1,247 新生銀行 1,247
東京海上日動火災保険 1,097 東京海上日動火災保険 1,097 東京海上日動火災保険 1,097 東京海上日動火災保険 1,097
CBNY DFA INTL SMALL CAP 
VALUE PORTFOLIO 1,054 CBNY DFA INTL SMALL CAP 

VALUE PORTFOLIO 1,065 CBNY DFA INTL SMALL CAP 
VALUE PORTFOLIO 1,075 CBNY DFA INTL SMALL CAP 

VALUE PORTFOLIO 1,048

（単位：単元（1単元＝1,000株））
24/3末 25/3末 26/3末 27/3末

（割合） （割合） （割合） （割合）
政府・地方公共団体 2 0.00％ 2 0.00% 2 0.00％ 2 0.00％
金融機関 29,115 30.55％ 29,119 30.55% 28,788 30.18％ 28,693 30.06％

うち信託銀行 10,124 10.62％ 11,150 11.70% 11,009 11.54％ 11,570 12.12％
金融商品取引業者 648 0.68％ 622 0.65% 821 0.86％ 1,206 1.26％
その他の法人 35,352 37.09％ 34,913 36.63% 34,708 36.38％ 33,807 35.42％
外国法人等 2,291 2.40％ 2,576 2.70% 2,554 2.68％ 3,834 4.02％
個人その他 26,087 27.37％ 26,266 27.56% 26,629 27.91％ 25,382 26.59％
自己株式等 1,808 1.90％ 1,820 1.91% 1,908 2.00％ 2,523 2.64％

計 95,303 100.00％ 95,318 100.00% 95,410 100.00％ 95,447 100.00％

株主構成
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本日は、ご多忙の中、鳥取銀行の会社説明会へお越しいただきまして、ありがとうございました。

本日の説明を通じまして、鳥取銀行に対するご理解を深めていただければ幸いです。

これからも、「お客さまの明るい未来と活力あふれる地域を創造する銀行」を目指し、役職員一丸と
なって努力を重ねてまいります。

皆さま方におかれましては、今後とも一層のご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

本資料は情報の提供のみを目的として作成したものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。
また、本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、
リスクや不確実性を内包するものであります。将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご
留意ください。

株式会社 鳥取銀行


